
都道府県における材料単価の設定状況 －物価資料の引用

○都道府県が予定価格※１の積算時に使用する材料単価について、その設定状況を調査。

○物価資料を引用している※２材料単価については、４２団体が、毎月、最新の物価資料の掲載価格を引用。

材料単価の設定状況
都道
府県
数

Ⅰ 全ての資材で「毎月、最新の物価資料の掲載価格を引用」 ４２

Ⅱ
主要資材は「毎月、最新の物価資料の掲載価格を引用」
（主要資材以外は、「毎月の変動率を確認し、一定の基準を満たした場合に、
最新の物価資料の掲載価格を引用」）

４

Ⅲ 主要資材は「毎月、最新の物価資料の掲載価格を引用」
（主要資材以外は、年数回更新）

０

Ⅳ
全ての資材で「毎月の変動率を確認し、一定の基準を満た
した場合に、最新の物価資料の掲載価格を引用」

１

Ⅴ
主要な資材は「毎月の変動率を確認し、一定の基準を満た
した場合に、最新の物価資料の掲載価格を引用」
（主要資材以外は、年数回更新）

０

Ⅵ 最新の物価資料の掲載価格を引用していない （年数回更新） ０

※１ 入札時の当初の予定価格
※２ 複数の物価資料の掲載価格の平均値を採用している 又は一つの物価資料の掲載価格を引用 している

令和５年４月１日時点

当初の調査（R４．５．２０時点）から改善のあった府県
岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、群馬県、埼玉県、千葉県、
神奈川県、山梨県、長野県、石川県、岐阜県、福井県、滋賀県、京都府、
鳥取県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、
佐賀県、大分県、宮崎県、沖縄県
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